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　近年のサブサハラ・アフリカ諸国における穀物生産状況の若干の改善動向を見たうえで，この地域の穀物生産量上
位20カ国における過去半世紀余の生産量増加に関して，生産面積の変化の寄与率と単収の変化の寄与率を解析する。
この結果，穀物増産を主に単収増によって実現してきた国が，４カ国存在することが判明する。そこで，この４カ国
での単収増の実態を検討することで，こうした国が他のサブサハラ・アフリカ諸国の穀物増産の模範となる可能性や，
その場合のポイントを明らかにする。
キーワード：サブサハラ・アフリカ（Sub-Saharan Africa），穀物（cereal）， 単収（crop yields），  
農業政策（agricultural policy）
千葉大学教育学部研究紀要　第68巻　301～315頁 （2020）
連絡先著者：妹尾裕彦 https://orcid.org/0000-0001-8249-8196
はじめに
　サブサハラ・アフリカ（以下，SSAと略す）での穀
物生産については，課題や困難が多く指摘されてきた。
それはたとえば，第一に，人口圧の高さから生じる穀物
需要の急増に対して増産が追い付かないことであり，デー
タとしては，一人あたり穀物生産量の低下，という形で
捉えることができる。第二に，穀物生産量の増加が単収
の伸びよりも生産面積の伸びにより大きく依存している
という構図が，1980年代以降，続いていることである。
　SSAでの穀物生産は大局的にはこのように捉えられ
るが，SSAでは生産される穀物の種類と割合が他地域
よりも分散的な構造となっており（妹尾［2017］），一口
にSSAと言っても，各国毎の穀物生産状況の違いは大
きい。このため，SSAでの穀物生産に関する課題や困
難については，SSA全体で見る必要性と同時に，それ
を国や穀物毎に腑分けして見る必要性もある。
　こうした中で，前稿では，SSAの穀物生産構造や単
収の変化を穀物毎に分けて，その特徴を検討した上で，
近年のSSAにおける単収増の特徴や，穀物の増収・単
収増の方向性と展望を，穀物毎に論じた（妹尾［2017］）。
そこで本稿では，SSA の2010年代の穀物生産の動向 
――状況の幾ばくかの好転――をおさえたうえで，生産
面積の伸びよりも単収の伸びのほうが大きく，しかも一
定の単収水準にある国をSSA諸国の中から見い出し，
それらの増収・単収増の実態を検討する。そして，そこ
から他のSSA諸国が何を学べるのかを考えたい。
Ⅰ．SSAにおける穀物生産状況の改善と単収増を 
主とした穀物増産
　FAOのFAOSTATと国連の世界人口統計から，SSA
における年間の一人あたり穀物生産量を10年毎の平均
値として算出すると，1960年代：160.9kg→1970年代：
155.1kg →1980年 代：143.9kg →1990年 代：138.7kg → 
2000年代：137.3kg →2010年代：150.5kg と推移してお
り（FAO［2019a］，UN［2019］），2010年代になってか
ら，これまでの低下傾向が逆転していることがわかる1)。
もちろん，本稿執筆時点で入手可能な穀物生産に関す
るFAOのデータは2017年分までであり，2010年代の値
（150.5kg）はすべての年次をカバーしたものではない
暫定値であるから，SSAでの一人あたり穀物生産量は
2010年代に反転上昇した，と断定することはまだできない。
しかし，最低水準だった2000年代と比較すると，2010年
代には量で13.2kg，率で9.6％の増加となっており，この
増加幅や，カバーしきれていない残る年次の短さからす
ると，2010年代の値が2000年代よりも高くなる可能性は
高い。こうした増加は，SSAの食糧事情にとっては一
つの朗報ではあるものの2)，問題は，このような改善が，
いかなる構造のもとで実現しているのかである。
　まず，こうした一人あたり穀物生産量の増加は，SSA
諸国においてどの程度普遍的に観察される現象であろう
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か。一人あたり穀物生産量をSSAの各国毎に求めると，
2000年代から2010年代にかけて，33カ国では増加し，13
カ国では減少している3)。SSA全体としての増加率が
10％近い中でも，減少している国が３割近く存在してい
ることになる。しかも33の増加国のうち，増加幅が３
kg未満という国が７カ国あり，うち５カ国では増加幅
が１kg未満である。2010年代のデータがまだ暫定的で
あることも踏まえると，増加国の数が最終的には33から
減る可能性は十分にある（逆に，13の減少国のうち，減
少幅が３kg未満という国は１カ国だけであり，減少国
の数が13から減る可能性は低い）。要するに，SSA全体
としては穀物生産状況が好転しているとみなされるもの
の，国別に見ると，跛行性があるわけである。
　次に，増産は，穀物毎に見てどうなっているだろうか。
さらに，増産量は生産面積の変化と単収の変化の積で決
まるが，SSAの穀物毎に，あるいは各国毎に，さらに
時代を分けて見た場合に，生産面積の変化と単収の変化
は，どのような関係にあるだろうか。
　これらについて，まずSSAでの穀物増産の大まかな
構図を確認しておこう。図表１は，SSAにおける主な
穀物の生産量・生産面積・単収について，幾つかの年次
を取って推移を示したものである。ここでは，SSAで
主要な５穀物の他に，これら以外の穀物を「その他」と
し，全部で６穀物に分けている。また，SSAでは年に
よる豊凶の変動が他地域よりも激しいことから，ここで
は３年移動平均値を示した4)。
　近年の動向として注目すべきは，第一に，米の生産量
がソルガムのそれを上回った結果，米がSSAで２番目
に多く生産される穀物となったことである（2015年）。
第二に，ミレットの生産量と生産面積が伸び悩んでいる
ことである。ただしこれは，ニジェールをはじめとする
サヘル諸国では依然としてミレットの生産が量・面積と
もに大きく増えている一方で，かつてミレットの最大生
産国だったナイジェリアで量・面積ともに大きく減少し
た（妹尾［2017：282-83］）という，いわば「綱引き」
の結果である5)。
　では，こうした生産拡大は，どのように進んできたの
か。SSAでは，これが単収の伸びよりも生産面積の伸
びに依存する形で進んできたことは先行研究が論じてき
たとおりだが，その実態を穀物別に分けた形では，意外
にも示されていないように思われる。そこで図表２では，
生産面積と単収の年平均増加率を，穀物毎に示した。
　まず全穀物に関して，直近の2010年代の動向を確認し
よう。妹尾［2017］では，2014年分までのデータに基づ
いた暫定的な評価ながら，2010年代には「生産面積の年
平均増加率＜単収の年平均増加率」となっていることを
明らかにし，2010年代を通じてこの構図が定着する可能
性を示唆していた。しかし2015～17年分のデータを加え
ると，この構図はあえなく崩れた。2010年代における生
産面積の年平均増加率と単収のそれとの差の大きさや，
カバーしきれていない残る年次の短さを踏まえると，
SSAで長年続く「生産面積の年平均増加率＞単収の年
平均増加率」という構図は2010年代にも不変，となる可
能性が高まっている。
　とはいえ，穀物毎に見ると，様相は異なる。まず，小
麦とその他では，2010年代に，生産面積の年平均増加率
を大きく上回る単収の年平均増加率を記録している。し
かも，この二つの穀物については，1962～2016年の間で
も，単収の年平均増加率のほうが大きい。他方で，米と
メイズについては，2010年代において，単収の年平均増
図表1：SSAにおける主な穀物の生産量・生産面積・単収
（注）３年移動平均値による。 
（出所）FAO［2019a］より筆者作成。
1962 1980 2000 2016
生
　
産
　
量
　
(万ｔ)
小麦 174 4% 331 6% 458 5% 765 5%
米 341 9% 616 11% 1,150 13% 2,958 19%
メイズ 1,494 38% 2,534 44% 3,624 41% 6,939 45%
ミレット 694 18% 760 13% 1,329 15% 1,290 8%
ソルガム 1,017 26% 1,173 21% 1,824 21% 2,720 17%
その他 234 6% 284 5% 354 4% 896 6%
穀物合計 3,954 100% 5,699 100% 8,738 100% 15,568 100%
生産面積
　
(万ha)
小麦 261 5% 281 5% 250 3% 284 3%
米 264 5% 433 8% 692 9% 1,409 13%
メイズ 1,456 30% 1,674 32% 2,307 30% 3,785 35%
ミレット 1,183 24% 1,161 23% 1,952 25% 1,906 18%
ソルガム 1,313 27% 1,328 26% 2,185 28% 2,798 26%
その他 363 7% 282 5% 405 5% 573 5%
穀物合計 4,840 100% 5,160 100% 7,790 100% 10,755 100%
単収
　
(t/ha)
小麦 0.67 1.18 1.83 2.70 
米 1.29 1.42 1.66 2.10 
メイズ 1.03 1.51 1.57 1.83 
ミレット 0.59 0.65 0.68 0.68 
ソルガム 0.77 0.88 0.84 0.97 
その他 0.64 1.01 0.87 1.56 
全穀物 0.82 1.10 1.12 1.45 
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加率が僅かながらマイナスになるなど，かつて見られた
ような「悪癖」が再び顔をのぞかせている。特にメイズ
は，SSAで最も生産量の多い穀物であり，この単収の
年平均増加率が低迷すると，全体（全穀物）に及ぼす悪
影響は大きい。端的に言えば，2010年代では，メイズと
米の単収の年平均増加率の低迷が，全体の足を引っ張っ
ている。
　さて，この図表２のような解析は，国毎に行なうこと
もできるが，こうした解析には，穀物毎に異なる生産割
合が反映されないという弱点がある。図表２に即して言
えば，小麦やその他で単収が大きく伸びたとしても，こ
れらはSSAでの生産量全体に占める割合が小さいので，
全体にはそれほど大きな影響を与えない。したがって，
穀物生産量の増加に関して，生産面積の変化と単収の変
化のそれぞれの貢献度を確かめるには，単に穀物毎や国
毎に変化率を計算するのではなく，国により異なる穀物
の生産構造（作付割合）が反映される必要がある。
　図表３は，こうした観点から，SSA 全体ならびに
SSAにおける穀物生産量上位20カ国６) の生産量の増加
に関して，生産面積の変化と単収の変化の貢献度（寄与
率）を，完全要因分析法７)で解析した結果を示したもの
である。ここでは1962～2016年のほか，これを３つの時
期に分けて示したほか，直近の2000～2016年分について
は穀物毎の寄与率も示し，さらにこの２時点の単収も記
した。なお，寄与率がマイナスである場合は，面積の減
少や単収の低下があったことを意味する。
　この図表３で特記されるべきは，以下の通りである。
　第一に，直近の2000～16年において，SSA全体で穀
物生産量の増加に最も貢献してきたのは，メイズの生産
面積の拡大の37％であり，これに米の生産面積の拡大が
20％で続いている。このため，SSAの穀物生産量の増
加の68％が生産面積の拡大によるものであって，単収の
増加による効果は32％にとどまっている。また，国別に
見ると20カ国中11カ国で，メイズの生産面積の拡大の寄
与率が，最大となっている。他方で，小麦とその他につ
いては，ほとんどの国では生産が少ないこともあって，
寄与率は極めて小さいが，エチオピアと南アでは，この
二つの単収の増加の寄与率が目立って大きいこともわ
かる。
　第二に，直近の2000～16年では，1962～2016年の期間
トータルと比較して，生産面積の変化の寄与率がより大
きくなっている国が多い。この傾向が目立つのは，タン
ザニア，ブルキナファソ，ケニア，カメルーン，ギニア，
ザンビア，コートジボワール，マラウイ，コンゴ民主で
ある。しかも，このうち４カ国では，直近の2000～16年
で，単収が低下してさえおり，これは憂慮すべき危険な
兆候である。
　第三に，生産面積の拡大よりも，単収の増加の寄与率
のほうが大きかった国は，期間トータルで見ると，エチ
オピア，南ア，マダガスカル，ザンビアの４カ国にすぎ
ない。2000～16年では，エチオピア，南ア，ニジェール，
マダガスカル、ガーナの５カ国となるが，このうちニ
ジェールについては，長期にわたる単収の低下からの反
転が反映されているに過ぎず（1962年：0.54t/ha→1980
年：0.44t/ha →2000年：0.36t/ha →2016年：0.54t/ha），
これを除くと４カ国となる。
　ここで注目すべきは，期間トータルで，生産面積の拡
大よりも単収の増加の寄与率のほうが大きいエチオピア，
南ア，マダガスカル，ザンビアの４カ国では，すべて直
近の単収が１haあたり２トンを超えている，という事
実である。これら諸国は，他のSSA諸国と比較して，
穀物増産で相対的に一定の成功を収めているように思わ
れる。
　では，これら４カ国は，なぜ単収増に成功してきたの
か。あるいは，これら４カ国での単収増を主とした穀物
増産に，他のSSA諸国は，どの程度倣うことができる
サブサハラ・アフリカにおける単収増を主とした穀物増産とその模倣の可能性
（注）３年移動平均値による。 
（出所）FAO［2019a］より筆者作成。
1962-69 1970-79 1980-89 1990-99 2000-09 2010-16 1962-2016
全穀物
面積 1.94% -0.87% 3.19% 1.41% 2.13% 2.13% 1.49%
単収 -0.09% 2.28% -0.10% 0.20% 1.88% 1.46% 1.07%
小麦
面積 3.79% -2.16% 0.87% -2.34% 1.79% -0.47% 0.15%
単収 2.74% 2.95% 2.11% 3.22% 1.20% 4.24% 2.62%
米
面積 2.74% 2.84% 2.97% 1.73% 3.05% 6.85% 3.15%
単収 1.60% -0.01% 1.88% -0.26% 2.40% -0.02% 0.90%
メイズ
面積 1.82% 0.21% 3.76% -0.04% 2.84% 3.56% 1.78%
単収 0.13% 2.48% -0.52% 0.72% 1.63% -0.13% 1.08%
ミレット
面積 1.62% -1.45% 3.38% 2.63% 0.88% -1.37% 0.89%
単収 0.48% 0.78% 0.52% -0.12% 1.51% 0.72% 0.27%
ソルガム
面積 2.22% -1.79% 3.35% 2.14% 1.96% 1.44% 1.41%
単収 -2.42% 1.99% -1.53% 1.33% 0.89% 1.41% 0.42%
その他
面積 0.37% -3.01% 0.45% 3.38% 3.12% 1.31% 0.85%
単収 0.82% 3.31% -0.34% -2.22% 3.49% 3.38% 1.66%
図表2：穀物毎に見たSSAでの生産面積と単収の年平均増加率
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だろうか。以下では，この４カ国の単収増の実態を，南
ア，マダガスカル，ザンビア，エチオピアの順で比較検
討し，このことを考えよう。
Ⅱ．南アにおける単収増の要因と構図
　図表４は，南アにおける穀物毎の生産面積が全穀物生
産面積に占める割合と，各穀物の単収の推移である。こ
の国の穀物農業の主軸は，メイズと小麦であり，米，ミ
レット，ソルガム，その他（主に大麦）の作付けは僅少
である。また，作付けがメイズに特化する傾向が強まっ
ている。
　南アでのメイズの単収は，1970年代後半に，初めて１
haあたり２トンを超えたものの，以後1990年代半ばま
1962-
2016
1962-
1979
1980-
1999 2000-16
全
 穀
 物
全
 穀
 物
全
 穀
 物
全
 穀
 物
単収(t/ha)
小
　
麦
米
メイズ ミレットソルガムその他
2000 2016
SSA
面積要因 63% 33% 93% 68% 1% 20% 37% 0% 8% 3%
単収要因 37% 67% 7% 32% 3% 7% 12% 0% 5% 5% 1.12 1.45 
ナイジェリア
面積要因 66% -208% 103% 72% 0% 54% 68% -43% -8% 0%
単収要因 34% 108% -3% 28% 0% 26% 13% -15% 4% 0% 1.21 1.48 
エチオピア
面積要因 35% -87% 120% 29% 7% 1% 6% 1% 8% 6%
単収要因 65% 187% -20% 71% 13% 0% 23% 3% 12% 20% 1.15 2.53 
南アフリカ
面積要因 -51% 12% -132% -215% -51% 0% -157% 0% -7% 0%
単収要因 151% 88% 32% 315% 20% 0% 287% 0% -3% 11% 2.48 4.37 
タンザニア
面積要因 73% 75% 12% 108% 1% 29% 75% 2% 1% 1%
単収要因 27% 25% 88% -8% 0% 7% -16% 0% 1% 0% 1.74 1.57 
マリ
面積要因 64% -1023% 68% 70% 0% 18% 25% 14% 12% 0%
単収要因 36% 923% 32% 30% 0% 12% 13% 4% 2% 0% 1.06 1.57 
スーダン
面積要因 108% 147% 138% 64% 10% 0% -1% -1% 56% 0%
単収要因 -8% -47% -38% 36% 7% 1% 1% 22% 5% 0% 0.53 0.65 
ニジェール
面積要因 97% 150% 126% 42% 0% 0% 1% 25% 16% 0%
単収要因 3% -50% -26% 58% 0% 1% 1% 27% 29% 0% 0.36 0.54 
ブルキナファソ
面積要因 51% 17% 46% 94% 0% 16% 66% -3% 15% 0%
単収要因 49% 83% 54% 6% 0% 0% 0% 3% 4% 0% 0.92 1.10 
ケニア
面積要因 78% 84% 67% 91% -2% 5% 85% 0% 4% -1%
単収要因 22% 16% 33% 9% 0% 0% 7% 2% 0% 1% 1.48 1.54 
カメルーン
面積要因 57% 82% -47% 100% 0% 12% 62% 1% 26% 0%
単収要因 43% 18% 147% 0% 0% -1% -8% 1% 9% 0% 1.78 1.64 
マダガスカル
面積要因 6% 119% 22% -75% 0% -74% -1% 0% 0% 0%
単収要因 94% -19% 78% 175% 0% 162% 13% 0% 0% 0% 1.77 3.82 
ギニア
面積要因 101% 102% 96% 119% 0% 70% 24% 5% 1% 20%
単収要因 -1% -2% 4% -19% 0% -15% -2% 0% 0% -2% 1.48 1.14 
ウガンダ
面積要因 65% 5% 95% 67% 1% 4% 79% -23% 7% 0%
単収要因 35% 95% 5% 33% 0% 7% 41% -2% -13% 0% 1.60 1.96 
ザンビア
面積要因 29% -36% 1228% 56% 5% 1% 52% -1% 0% 0%
単収要因 71% 136% -1128% 44% 0% 0% 43% 0% 0% 0% 1.47 2.59 
コートジボワール
面積要因 51% 81% -42% 79% 0% 55% 23% 0% 1% 0%
単収要因 49% 19% 142% 21% 0% 21% -1% 1% 0% 1% 1.68 2.14 
マラウィ
面積要因 59% 59% 43% 73% 0% 4% 64% 1% 4% 0%
単収要因 41% 41% 57% 27% 0% -1% 27% 0% 1% 0% 1.53 1.62 
コンゴ民主
面積要因 95% 83% 102% 102% 0% 43% 58% 1% 0% 0%
単収要因 5% 17% -2% -2% 0% 0% -2% 0% 0% 0% 0.79 0.77 
ガーナ
面積要因 62% 102% 47% 47% 0% 25% 31% -2% -6% 0%
単収要因 38% -2% 53% 53% 0% 11% 36% 3% 3% 0% 1.26 1.85 
チャド
面積要因 83% -30% 84% 71% 0% 8% 11% 12% 21% 18%
単収要因 17% -70% 16% 29% 0% 0% 9% 10% 10% 0% 0.62 0.82 
アンゴラ
面積要因 83% 25% 50% 68% 0% 3% 62% 0% 3% 0%
単収要因 17% -125% 50% 32% 0% 0% 36% -3% 0% 0% 0.59 0.93 
図表3：SSA全体ならびにSSAの穀物生産量上位20カ国における生産量増加の寄与率
（注）３年移動平均値による。全穀物の寄与率は，面積要因，単収要因ともに，６穀物毎の寄与率の合計値で示している。 四捨 
　　  五入のため，合計で100％にならない場合がある。 
（出所）FAO［2019a］より筆者作成。
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では２トンを挟んだ水準で上下していた。ところが1990
年代末から再び上向き始め，2004年に３トンへ到達した
あと，2008年に４トンを突破し，いまや５トンをうかが
うなど，21世紀に入ってからの急伸ぶりが著しい8)。
　この南アでのメイズの生産には，SSAとしては例外
的な特徴がいくつもある。第一に，飼料向けの生産が比
較的多い。すなわち，主食用のホワイトメイズのシェア
は，生産量で６割弱，生産面積でも６割強であって，飼
料用のイエローメイズの生産が量で４割強，面積で４割
弱を占めており（1998/99～2016/17年の平均値）9)，メ
イズ＝主食用，では必ずしもない（Grain SA［2019］）。
　第二に，アフリカ大陸で初めてGM（遺伝子組み換え）
のメイズが承認され，その作付けが急拡大している。す
なわち，1998/99年に害虫耐性のイエローメイズの作付
けが，2001/02年には害虫耐性のホワイトメイズの作付
けが開始されたあと，2003/04年には除草剤耐性のメイ
ズの商業栽培が始まり，2007/08年には害虫耐性と除草
剤耐性の両方の性質を備えたスタック品種がリリースさ
れている（Gouse［2012：163］）。そして，GMのメイズ
が南アのメイズ生産量全体に占める割合は，2005/06年
の28％（ホワイトメイズで27％，イエローメイズで
30％）から，2016/17年には94%（ホワイトメイズで
96％，イエローメイズで90％）と，飛躍的な上昇を遂げ
ている（USDA Foreign Agricultural Service［2015：8］
［2019：6］）。
　第三に，生産の主力は商業農家であり，彼らのシェアは，
生産量で９割以上（1999/2000年：95.8％→2015/16年：
94.9％），生産面積でも８割以上（1999/2000年：83.6％
→2015/16年：87.5％）となっている（SAGIS［2019］）。
メイズの非商業農家は，数としては多いのだが，生産量
での存在感は極めて小さい。そして，商業農家による生
産量のシェアと生産面積のシェアとのズレは，商業農家
と非商業農家との間に，無視できない単収格差があるこ
とを意味している。それがどの程度であるかを示したの
が，図表５である10)。
　図表５から，南アの場合，全体の単収と比べて，非商
業農家のそれが極端に低いことがわかる。ところで，
SSAでのメイズの単収は，2000年においては，西アフ
リカで1.42t/ha，東アフリカ（スーダンを含む）では1.52t/
haであり，2016年においては，西アフリカで1.67t/ha，
東アフリカ（同）では1.82t/haであった（FAO［2019a］）。
ということは，南アの非商業農家のパフォーマンスは，
SSAの平均的な農民と比べた場合に，かつてはむしろ
悪いほどであり，直近でさえほぼ同程度でしかない，と
いうことになる。他方で，この国の商業農家の単収の高
さと伸び方は，SSAよりもむしろ南米のブラジルによ
く似ており，両者の先を行くのがアルゼンチンである（図
表６）。つまりこの国には，南米的なメイズ生産――商
業農家によるもので高単収――と，SSA的なメイズ生
産――非商業農家による自給自足的なもので低単収――
とが同居しているのであり，生産量・生産面積でシェア
の高い商業農家が，南ア全体の単収を引き上げているに
過ぎない11)。
　このような南アの高単収メイズ農業が，他のSSA諸
国にとってのモデルになりにくいことは，もはや明らか
であろう。たしかに南アはメイズの高い生産力を下敷き
に，その純輸出国となる年が多いのだが，それは推定数
で9000の商業農家によるものであって，その数十倍にも
のぼる非商業農家は，そうした高い生産力を持ち合わせ
ていない（DAFF［2017：3］，Stats SA［2016：27］）。
また，南アでは，GMメイズの新品種がリリースされた
時期とメイズの単収が伸びた時期とがじつによく重なっ
ており，単収の伸びに関してGMメイズの果たしている
役割は非常に大きいと考えられるものの，全生産量に占
めるGMメイズの生産量の割合と，全生産量に占める商
業農家の生産量の割合とがほぼ同じであることなどから，
非商業農家はGMメイズの種子にアクセスできていない
サブサハラ・アフリカにおける単収増を主とした穀物増産とその模倣の可能性
（注）３年移動平均値による。「0％」は，0.5％未満であること 
　  　を意味している。 
（出所）FAO［2019a］より筆者作成。
1962 1980 2000 2016
小麦
面積比 23% 26% 18% 16%
単収 0.57 1.11 2.54 3.30 
米
面積比 0% 0% 0% 0%
単収 1.48 2.31 2.29 2.71 
メイズ
面積比 68% 67% 75% 77%
単収 1.36 2.53 2.52 4.78 
ミレット
面積比 0% 0% 0% 0%
単収 0.61 0.68 0.56 0.49 
ソルガム
面積比 6% 4% 2% 2%
単収 0.72 2.24 2.74 2.13 
その他
面積比 3% 3% 3% 5%
単収 0.78 1.07 1.17 2.51 
図表４：南アにおける６穀物の生産面積比と単収（t/ha）
（注）３年移動平均値による。 
（出所）SAGIS［2019］より筆者作成。
図表５：南アの商業農家と非商業農家のメイズの単収（t/ha）
1999/2000 2004/05 2009/10 2015/16
商業農家 2.88 3.80 4.67 4.78 
非商業農家 0.64 0.67 1.14 1.79 
全体 2.51 3.35 4.09 4.41 
図表６： 南ア（商業農家），ブラジル，アルゼンチン
のメイズの単収（t/ha）
（注）３年移動平均値による。 
（出所）FAO［2019a］およびSAGIS［2019］より筆者作成。
6 
 
図表 6：南ア（商業農家），ブラジル アルゼンチンのメイズの単収（t/ha） 
 
（注）3 年移動平均値による。 
（出所）FAO［2019a］および SAGIS［2019］より筆者作成。 
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ことが多いと見られる。さらに，他のSSA諸国では，
そもそもGMメイズの商業栽培が許可されていない。
　以上から，SSA諸国が南アの穀物農業，とりわけメ
イズ農業に範をとることは，できそうにない。
Ⅲ．マダガスカルにおける単収増の要因と構図
　図表７は，マダガスカルにおける穀物毎の生産面積が
全穀物生産面積に占める割合と，各穀物の単収の推移で
ある。この国の穀物農業の基軸は米であり，小麦，ミレッ
ト，ソルガム，その他の生産は，僅少または皆無である。
ただし，近年は，米の面積比の低下の一方で，メイズの
面積比の高まりが見られる。また，米の単収は，1988年
に初めて１haあたり２トンを超えたものの，その後の
伸びは緩慢だった。しかし21世紀に入ってから急伸が始
まり，2008年に３トン台となり，2014年には４トン台に
到達した。
　ただし，米の単収の急伸が，米の増産をもたらしてい
ると考えるのはやや早計である。そもそも，マダガスカ
ルの穀物生産面積は，2009年に156万haでピークをつけ
たあと大きく減少し，2016年には101万haとなっている。　
特に米での減少が顕著であり，2009年の130万haから
2016年には83万haと大きく落ち込んでいる12)。こうし
た状況ゆえに，米の生産量は，2000年の257万トンから
2011年には453万トンまで増えたものの，以後は減少し
て2016年には355万トンとなっている。つまり，生産量
の減少率よりも生産面積の減少率のほうが大きいために，
単収が吊り上げられた面があるわけである13)。
　このように，2000年代の米の単収向上は増収を伴って
いたが，2010年代の単収向上は直近では増収を伴ってい
ないことから，穀物生産面積の８割以上を占める米の単
収が４トン台になっても，人口増加もあって米の輸入量
はやや増加しており，1960年代のような米の完全自給を
回復するには至っていない。
　以上のような留意すべき点はあるものの，少なくとも
2000年代の米の単収向上――増収を伴っていた３トン台
への到達――については，評価しうると思われる。問題
は，マダガスカルの米の増収・単収増は，他のSSA諸
国の模範になるのかである。ここでは，まず次の諸点を
確認・想起したい。
　第一に，米の場合，他の穀物と大きく異なることとし
て，水田という生産環境であれば化学肥料の投入量が少
なくても一定の単収に到達しやすく，このことはアジア・
アフリカ・ラテンアメリカ諸国の横断比較でも確かめら
れ る（妹 尾［2017：286］）。第 二 に，2007年 時 点 で，
SSA全体では米の生産面積のうち灌漑水田は14％しか
ないところ（Africa Rice Center［no date］），マダガス
カルでは2008年時点で82％にも達している（GRiSP
［2013：181］）。ただし，その少なからぬものが田越灌漑
であって，貯水・排水設備が不十分なために水の安定供
給や水位の調節などで難があることには，注意を要する
（辻本［2015：185］）。第三に，マダガスカルの穀物生産
単位面積あたりの化学肥料の年間投入量を10年毎の平均
値として算出すると，1990年代：3.1kg/ha→2000年代：
2.6kg/ha→2010年代：3.1kg/haと，量が極めて少ない
だけでなく，増加も見られない（FAO［2016］［2019a］）。
マダガスカルが，少ない化学肥料投入量にもかかわらず，
米で一定の単収を確保できている――ザンビアのメイズ
の単収を凌駕している――のは，その生産環境の大半が
灌漑水田であるということが決定的なまでに大きい，と
考えられる。
　となると，SSA諸国の中で，マダガスカルのように，
①６穀物の生産面積比で最も大きいのが米であり，かつ
②その生産環境として灌漑水田の割合が高い，という国
が存在するかどうかが，ポイントとなる。このことを考
えるデータを集約したのが，図表８である。2007年また
は2016年の米の生産がFAO［2019a］に報告されている
SSAの39カ国のうち，データの制約からすべての国の
米の生産環境を示すことはできないが，主な米の生産国
のそれについてはすべて網羅している14)。
　さて，①については，2007年時点で，リベリア，コモ
ロ，シエラレオネ，マダガスカル，ギニアビサウ，ギニ
ア，コートジボワールの７カ国が該当する。なお近年，
SSAでは米の生産面積が急拡大しているので（図表１），
図表８では2016年時点での割合も付したが，この間に，
①に仲間入りした国としてモーリシャスがある（０％
→73％）。ただし同国の2016年の穀物生産面積はわずか
222ha，米のそれは161haでしかなく，意味のある生産
面積ではない。そもそもモーリシャスは，縫製品の輸出
を伸ばして経済成長を遂げる過程で，穀物については輸
入依存を強めてきた上位中所得国であり，経済成長のた
めにマダガスカルの増収・単収増から学ぶべき国ではない。
　次に②については，マダガスカル以外にもモーリタニ
ア，ケニア，ニジェールなどが該当する。しかし，こう
した国では，マダガスカルを除くと米の作付けはマイナー
であり，米は飛び地的に生産されているに過ぎない。逆
に①の国，つまり穀物として主に米を作付けしている国
では，マダガスカルを除くと灌漑水田の割合が低い（生
産環境が不明なコモロは脇に置く）。つまり，①かつ②
という国は，マダガスカル以外にはないらしい，という
ことが図表８から判明するのである。
（注）３年移動平均値による。「0％」は，0.5％未満であること 
　　  を意味している。 
（出所）FAO［2019a］より筆者作成。
1962 1980 2000 2016
小麦
面積比 - 0% 0% 0%
単収 - 1.66 2.37 2.42 
米
面積比 90% 90% 86% 82%
単収 1.82 1.74 2.13 4.29 
メイズ
面積比 9% 9% 14% 18%
単収 1.30 0.98 0.91 1.71 
ミレット
面積比 - - - -
単収 - - - -
ソルガム
面積比 1% 0% 0% 0%
単収 0.60 0.38 0.57 0.56 
その他
面積比 - - - -
単収 - - - -
図表７： マダガスカルにおける6穀物の生産面積比
と単収（t/ha）
－306－
千葉大学教育学部研究紀要　第68巻　Ⅱ：人文・社会科学系
　そもそも，マダガスカルを除く②の国では，灌漑水田
の多くが20世紀後半以降に外部の支援によって導入・整
備されているので，その歴史は比較的浅い。他方でマダ
ガスカルでは，稲作の歴史が長いのみならず，16世紀頃
から水田が発展し，灌漑も19世紀から各地に普及したと
考えられていることから（深澤［1998：21］），この国の
灌漑水田による稲作経験の広がりと厚みは，他のSSA
諸国の追随を許さないものがある。商業農家によるメイ
ズ生産を中心とする南アの穀物農業が，SSAの穀物農
業の典型とは大きく異なるのと同様に，米を中心としそ
の大半を灌漑水田で生産するマダガスカルの穀物農業も
また，SSAの穀物農業の典型とは言いがたい面を抜き
がたく持っているのである。
　以上をまとめると，マダガスカルの米の増収・単収増
の経験は，第一に，米がマイナーである多くのSSA諸
国にとってはあまり意味がなく，第二に，マダガスカル
図表８：SSAにおける米の生産面積およびその全穀物生産面積比と米の生産環境
（注）３年移動平均値ではなく，単年度ベースの値である。合計で100％にならない場合がある。 
（出所）FAO［2019a］とSeck et al.［2010：408］をベースに，GRiSP［2013：181, 205, 234, 247］， 
　　The Lisgis Agricultural Team［2017：7］で補充・修正して筆者作成。
サブサハラ・アフリカにおける単収増を主とした穀物増産とその模倣の可能性
2007年 2016年 米の生産環境(％)
米の生産 
面積（ha）
全穀物生産 
面積比（％）
全穀物生産 
面積比（％）
灌漑
天水
畑地
天水
低湿地
その他
リベリア 160,000 100 100 3 85 12 0
コモロ 14,000 87 89 - - - -
シエラレオネ 432,356 85 86 0 55 35 10
マダガスカル 1,272,030 83 82 82 18 
ギニアビサウ 70,087 51 72 0 27 27 46
ギニア 788,771 46 53 6 64 9 21
コートジボワール 356,396 46 55 6 87 7 0
コンゴ民主 418,781 21 33 1 89 11 0
モザンビーク 362,100 15 9 3 7 90 0
ナイジェリア 2,451,000 13 27 3 28 69 0
タンザニア 557,981 12 19 6 20 74 0
マリ 391,869 11 15 27 1 13 59
中央アフリカ 25,063 10 5 - - - -
ブルンジ 21,000 9 22 1 89 11 0
ガンビア 16,608 9 25 22 28 25 25
ガーナ 108,930 9 16 15 6 78 0
セネガル 80,312 8 15 37 8 46 10
ウガンダ 119,000 7 5 60 30 10 0
コンゴ 1,900 7 6 - - - -
モーリタニア 17,400 7 16 100 0 0 0
カメルーン 68,268 5 11 33 45 23 0
ルワンダ 15,005 4 7 38 62 
トーゴ 32,774 4 7 2 80 19 0
マラウイ 58,091 4 3 15 85 
チャド 85,196 3 5 6 2 92 0
ベナン 27,395 3 7 10 20 70 0
ガボン 454 2 2 - - - -
ザンビア 12,110 2 2 12 88 0 0
ブルキナファソ 40,534 1 4 23 15 57 0
ケニア 16,457 1 1 70 12 18 0
ソマリア 2,600 1 0 - - - -
アンゴラ 9,012 1 2 - - - -
ニジェール 16,757 0 0 83 10 6 1
エチオピア 6,100 0 0 - - - -
スーダン 6,250 0 0 75 15 10 0
エスワティニ 32 0 0 - - - -
南ア 1,316 0 0 100 0 0 0
ジンバブエ 271 0 0 12 88 0 0
モーリシャス 0 0 73 - - - -
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同様に米を主な作付け穀物としている国でも，あいにく
生産環境が異なりすぎて模範としにくい，と見るのが妥
当なように思われる。
Ⅳ．ザンビアにおける単収増の要因と構図
　図表９は，ザンビアにおける穀物毎の生産面積が全穀
物生産面積に占める割合と，各穀物の単収の推移である。
この国では近年，小麦の生産が伸びているが，作付けに
占める割合は小さいままである。また，ミレットやソル
ガムの作付けが退潮傾向にあり，穀物農業は再びメイズ
に特化する傾向を強めている。そのメイズの単収は，
1980年代後半に瞬間風速的に１haあたり２トンを超え
たが，以後は1.2～1.9トン台での推移が長く続いた。し
かし，2006年に再び２トン台に乗せた後はじわじわと伸
び続け，2011年以降は2.5トンを超えている。
　さらに，2007年以降は，穀物の純輸出国に転じ，以後
その地位を保持し続けている。穀物生産量が過去最高を
更新した2011年（337万トン），2014年（366万トン）の
翌年には，純輸出量が大きく伸びて，穀物自給率が
130％を超えるなど，いまやSSAでほぼ唯一の安定した
穀物純輸出国となっている15)。
　このザンビアの穀物の増収・単収増の要因は何か。こ
の点に関しては，これまで大きく二つの考え方が提示さ
れてきたと思われる。その第一は，隣国ジンバブエで高
い営農水準を誇っていた白人の大規模商業農家が，同国
で2000年に始まった農地の強制収容によって土地を失っ
たことでザンビアに移住し，ここで新たに農業をはじめ
たことで，ザンビアに増収・単収増がもたらされた，と
いう解釈である。また第二は，ザンビア政府が2002年に
始めた投入財の補助金プログラム――農民が化学肥料や
改良種子を入手できるよう直接的に支援する――が効果
を発揮している，という解釈である。以下では，この二
つの考え方が提示している事実関係について，もう少し
詳しく見てみよう。
　まず，第一の考え方によれば，ジンバブエで農地の強
制収容がはじまる前の時点で，同国には約4000の白人商
業農家が存在していた。また，この時点で，ザンビア
には約400の商業農家が存在していた（白人・黒人の双
方を含む）。そしてジンバブエでの農地の強制収容の開
始後，土地を奪われた白人商業農家のうちザンビアに移
住した農家は約300～400であり，この結果，ザンビアの
商業農家の数は約750となった。ジンバブエからの農家
の移住先（入植先）は，南部州のChomaやKaloma，中
央州の Mkushi や Chisamba などであり，特に Mkushi
には，2004年初頭の時点でおよそ100農家が移住した
（Dw.com［2019］，Geloo［2004］，Louw［2004］，New 
Zimbabwe［2016］，Thielke［2004］）。
　次に，第二の考え方によれば，ザンビアでは，メイ
ズの90％を小農が生産しており，たとえば2009/10年の
メイズの生産実績の内訳は，小農が250万トンに対し
て，商業農家は30.7万トンであった。また，ザンビアで
の余剰メイズ（市場に出回るメイズ）の70％は，小・
中規模の農家によるものであり（ザンビアでは小規模
とは５h未満，中規模とは５～20haを指す），これはジ
ンバブエから移住してきた商業農家によるものではな
い。さらに，農民への投入財の支援としては，2002年
に政府がFSP（Fertilizer Support Program）を開始し，
こ れ が2009/10年 に は FISP（Farmer Input Support 
Program）に引き継がれる中で，化学肥料の配布量は
2002/03年の4.8万トンから2012/13年には約18.3万トンと
なり，その受益者は12万人から2016年には100万人に増
えた。ただし，このプログラムの予算は，年度にもよる
が，ピーク時で農業予算の90％を占めており，その後
の2016年でもなお60％以上を占めている（Kabaghe and 
Jayne［2013］，New Zimbabwe［2016］，WFP［2015］，
ZambiaInvest.com［2016］）。
　以上が，二つの考え方によって示されている事実関係
の概略だが，はたしてザンビアの穀物の増収・単収増は，
どちらのおかげなのか。この問題に決着をつけるには，
ジンバブエからの移住農家によるメイズの生産量・生産
面積のデータがあれば良いのだが，あいにくこうした数
値は見当たらない。ただ，次のように考えることができる。
　前者の主張によれば，ザンビアの商業農家の数は，ジ
ンバブエからの商業農家の流入でおよそ倍増したことに
なる。また，後者の主張によれば，2009/10年の商業農
家によるメイズの生産量は30.7万トンだった。そこで，
このうち半分がジンバブエから流入した商業農家によっ
て生産されたとすると，その量は約15.4万トンであり，
仮に2/3が彼らによって生産されたとすると，その量は
約20.4万トンということになる。さて，FAO［2019a］
によれば，ザンビアのメイズの生産量は2000年の104.0
万トンから，2010年には279.5万トンと，この間に175.5
万トンもの増産が進んだ16)。ということは，ジンバブエ
から流入した商業農家によって生産されたと見積もられ
る量（約15.4～20.4万トン）は，この間のザンビアでの
メイズの増産量の１割弱～１割強に過ぎない，というこ
とになる。
　このように，FAOのデータも交えて事実関係を検討
する限りでは，少なくとも2010年までの増収・単収増に
ついては，前者よりも後者のほうがより大きな効果を発
揮したと見るのが妥当なように思われる。
　ところで，こうした投入財の補助金プログラムについ
（注）３年移動平均値による。「0％」は，0.5％未満であること 
　　 を意味している。 
（出所）FAO［2019a］より筆者作成。
1962 1980 2000 2016
小麦
面積比 0% 0% 2% 2%
単収 1.75 3.47 6.60 6.92
米
面積比 - 1% 2% 2%
単収 - 0.50 1.07 1.30
メイズ
面積比 80% 88% 82% 90%
単収 0.82 1.80 1.51 2.63
ミレット
面積比 12% 6% 10% 3%
単収 0.57 0.64 0.73 0.74
ソルガム
面積比 7% 5% 5% 2%
単収 0.60 0.53 0.74 0.62
その他
面積比 - - 0% 1%
単収 - - 0.91 1.03
図表9： ザンビアにおける6穀物の生産面積比と単収（t/ha）
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て，鶴田は，「大規模な財政支出を必要とする小農支援
策を今後も続けていくことは難しく，また支援の公平性
に対する懸念も高まっていることから，近い将来見直し
を迫られることは必至であると考えられる」（鶴田［2016：
249］）としている。他方で，マングワナによれば，EU
と米国が，ザンビア政府による政策を資金面で支援して
おり，少なくとも2020年まではこの支援を行なうという
コミットメントがなされている，という（Mangwana
［2016］）。こうした中で，カバゲらによれば，そもそも
FISPは費用対効果が悪く，これに多額の予算を費やす
ことで，農業分野の成長や貧困削減に大きなインパクト
を生む他の補完的活動――たとえば作物研究やエキステ
ンション・サービス――への予算を圧迫してしまってい
る，という（Kabaghe and Jayne［2013］）。
　それでは，このようなザンビアの穀物の増収・単収増
から，SSA諸国は何を学べるだろうか。第一に，移住
してきた白人農家による効果が仮に大きいとして，高度
な営農技術を持った商業農家の移住（あるいは農業企業
の誘致）を促進する政策を取るべきだろうか。こうした
政策は，うまくいけば，穀物純輸入量を減少させること
で，穀物輸入に費やす外貨を節約したり，場合によって
は，穀物の純輸入国から純輸出国へと転じることも可能
にするだろう。しかし，圧倒的大多数を占める小農によ
る生産が，この政策で向上するわけもなく，彼らが裨益
するところは少ない。なによりも，こうした政策は，農
民層の南ア的な二極化を招きかねない。増産やそれによ
る外貨の節約は評価できるが，それは小農の生産力向上
によって達成されるのが王道であろう。
　第二に，化学肥料の投入増は改良種子と組み合わさる
ことで増収・単収増に効果を発揮しうるが，これを促す
投入財の補助金プログラムは，少なくとも持続的でなけ
ればならない。また，効果が費用を上回るべきであり，
投入財の支援策だけに偏ってはいけない。さらに，現実
には，こうした投入財の補助金プログラムを一定期間以
上持続させるには，ザンビアがそうであるように，先進
国や国際機関からの援助も必要となりうるが，すべての
諸国がザンビアのように支援を受けられるとも限らない。
となれば，ザンビアの経験からSSA諸国が学びとるべ
きは，費用対効果を欠いてまで補助金プログラムで投入
財の支援をするべきではなく，むしろ費用対効果が高く
農業部門が持続的に成長できるバランスの取れた農業政
策のほうがはるかに重要だ，ということであろう17)。
　なお，化学肥料の投入増を通じたザンビアの穀物の増
収・単収増という経験は，ザンビア同様にメイズを主力
とする国，しかもメイズの改良種子が一定程度は普及し
ている国でなければ，学び取りにくい。ミレットやソル
ガム，あるいは米を主軸としている国は，ザンビアとは
文脈が異なるであろう。
Ⅴ．エチオピアにおける単収増の要因と構図
　図表10は，エチオピアにおける穀物毎の生産面積が全
穀物生産面積に占める割合と，各穀物の単収の推移であ
る。エチオピアでは，その他が極めて重要なので，その
内訳として，テフと大麦についても示した18)。
　まず面積比を見ると，大麦の割合が低下し，代わりに
メイズの割合が伸びているが，全体としては特定の穀物
に偏らない作付け構造となっている。また，2000年以降
に，米を除くすべての穀物で単収が２倍以上になったこ
とが極めて大きな特徴であり，注目に値する。中でも，
SSAではミレットとソルガムの単収が特に低い中で（図
表１），エチオピアではこの両者の単収が１haあたりで
２トン台に乗せていることや，低単収なことで有名なテ
フでさえ，2000年以降に単収が２倍以上になったことな
どが，目を引く。2012年に３トン台に乗せたメイズの単
収も，SSAではモーリシャス（生産量は500トンに満た
ない）と南アに次ぐ高水準であり，SSAで３トン台と
いう国は他にないことからも，この高さが際立っている。
　特異な点は，他にもまだある。まず，単収の年毎の変
動が激しいSSAにあって，エチオピアでは，どの穀物
でも単収が着実に上昇を続けており，落ち込みが見られ
ない。また，小麦，米，メイズ，ミレット，ソルガムと
いうSSAでの主要な５穀物に関して，SSAでの単収（図
表１）と，エチオピアでのそれを2016年時点で比較する
と，エチオピアは５穀物すべてでSSAの平均単収を上
回っており，このような国は，SSAには他に存在しな
い19)。もちろん，マダガスカルとは異なり，単収増は著
しい増収を伴っている（2000年：867万トン→2016年：
2572万トン）。もしもこうした生産データが過大報告で
はなく実態を正確に反映しているのならば，たいへんな
事態が進行していると言わねばならない。
　生産データが過大報告ではないかどうかを，どう考え
たらよいか。ここでは，SSA各国での年間の一人あた
り穀物消費量を見てみたい。図表11は，直近で年間の一
人あたり穀物消費量が多いSSA諸国を示したもので
ある20)。
　図表11から，年間の一人あたり穀物消費量の上位国で
は，2000年から2015年にかけてこれを大きく伸ばしてい
サブサハラ・アフリカにおける単収増を主とした穀物増産とその模倣の可能性
（注）３年移動平均値による。「0％」は，0.5％未満であること 
　　  を意味している。 
（出所）FAO［2019a］より筆者作成。
1962 1980 2000 2016
小麦
面積比 15% 11% 15% 17%
単収 0.71 1.03 1.21 2.76
米
面積比 - - 0% 0%
単収 - - 1.85 2.92
メイズ
面積比 13% 17% 23% 21%
単収 0.94 1.53 1.69 3.71
ミレット
面積比 5% 5% 5% 5%
単収 0.48 0.90 0.88 2.26
ソルガム
面積比 17% 19% 15% 18%
単収 0.79 1.51 1.18 2.57
その他
面積比 50% 48% 42% 39%
単収 0.64 1.01 0.85 1.79
テフ
面積比 34% 30% 29% 30%
単収 0.56 0.91 0.79 1.68
大麦
面積比 16% 18% 13% 9%
単収 0.80 1.19 0.97 2.13
図表10： エチオピアにおける6穀物の生産面積比と
単収（t/ha）
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る国が多く，エチオピアもその一国であることがわかる。
このうちジブチ――異様なまでに多い――とベナンにつ
いては，自国から隣国への再輸出分が計上されていない
ために数値が跳ね上がっているのではないか，と考えら
れる21)。他方で，エチオピアについては，カウントされ
ていない再輸出分があるとはあまり思われず，マリやギ
ニアと共に，この数値の水準と急伸ぶりが実態を反映し
ているのかどうか，どうも疑念が拭えない。では，仮に
「水増し」されているとして，それはどの程度だろうか。
　これを考える一助として，ここでは，FAOのFBS（Food 
Balance Sheets）を参照してみよう（FAO［2019a］）。
FBSでは，国毎に，穀物の「生産量」「輸出量」「輸入量」
「在庫増減」の合計値として国内の穀物総供給量が算出
されている。また，この穀物総供給量は，需要の内訳を
示す「えさ」「食料」「ロス」「その他利用」「加工」「種子」
の合計値と等しくなる。このうち，「その他利用」の典
型例はバイオ燃料の生産に用いることだが22)，FBSの仕
組みとしてここで重要なことは，第一に，統計データの
不均衡を「その他利用」で処理する仕組みになっている
ことであり，第二に，観光客による消費分については「食
料」ではなく「その他利用」に含めるとされていること
である。このため，観光立国の人口小国では，穀物総供
給量全体に占める「その他利用」の割合が高くなる。
　以上を踏まえて，穀物総供給量全体に占める「その他
利用」の割合を見てみると（2012年時点），SSAでこれ
が最も高いのはカーボベルデの25.5％であり（観光に強
い人口小国であるため高いものと考えられる），次いで
マリの24.2％，エチオピアの14.3％と続く。他方で，
SSAの平均は3.6％でしかなく，さらに「エチオピアを
除いたSSA」の平均では2.1％に過ぎない。しかも，こ
のエチオピアでさえ，2002年までは，「その他利用」は
０（＝計上なし）だったのに，2003年から徐々に拡大し，
2007年から急拡大している。少し前まで０だったものが，
短期間に激増して全体の15％弱を占めるようになるとい
うのは，一体どういうことなのだろうか。エチオピアは
人口１億の大国であり，カーボベルデとはわけが違う。
バイオ燃料の生産が急拡大したとも思われない。となる
と，ここに穀物生産量の「水増し」とその具体幅が暗示
されている，と考えることができるのかもしれない。つ
まり，生産量の過大報告分を，FBSの需要側で「食料」
に計上すると，国民の一人あたり食料供給量が増えてし
まうが，そうなるとこの国の生活実態とあわなくなるの
で，「その他利用」で処理しているのではないか，とい
う可能性である。
　そこで，エチオピアの「その他利用」が実際には
14.3％ではなく，「エチオピアを除いたSSA」の平均の
2.1％だと仮定すると，差分の12.2％を穀物生産量の「水
増し」分と考えることができる。では，これを差し引い
た場合に，エチオピアの穀物単収はどうなるか。
　図表12は，こうした仮定に基づいて求めた穀物生産量
から算出される単収だが（エチオピアの「その他利用」
は，小麦，ソルガム，その他（ここではテフとほぼ同義）
に限られているので，これ以外の穀物の単収を独自に算
出する必要はない），この補正の結果，全穀物の単収は
当然12.2％下がって1.81トンとなる。ちなみに，この年
のSSAの平均穀物単収は1.41トンだが，このエチオピア
の補正を加味すると1.39トンなので，エチオピアの穀物
単収はSSA平均よりもなお0.42トン高いが，特に刮目す
べき程のものではなくなる23)。
　しかし，エチオピアの単収は2012年以降も上昇して，
2016年には2.5トンを超える水準となっている。他方で，
本稿執筆時点では，FBSの公表が2017年12月を最後に
止まっており，データは2013年分までしか入手できない
ため24)，直近の数年分については上述のような補正がで
きない。とはいえ，「その他利用」の割合が仮に20％未
満にとどまっていれば（2013年は2012年よりも大きく増
えて17.6％である），補正しても全穀物の平均単収は２
トンを超えることになる。
　以上のことから，次のように言うことができると思わ
れる。
エチオピアの一人あたり穀物消費量の近年の水準と
急伸ぶりから考えて，穀物生産量が過大報告され，それ
によって単収が吊り上がっている可能性がある。問題は
その程度だが，一つの推論として，FBSのデータから，
2010年代前半で穀物生産量が15％程度過大報告されてい
る可能性を，提起しうるのではないか。しかし，仮にこ
うした事項を考慮しても，近年の穀物単収は２トン超で
あるとみなしうる。したがって，同国は緑の革命の実現
1962 1980 2000 2015
2000年
→2015年の
変化（倍）
ジブチ 129 76 135 868 6.4 
マリ 206 166 251 480 1.9 
ギニア 141 177 249 372 1.5 
ベナン 117 116 158 295 1.9 
ニジェール 330 294 259 290 1.1 
ブルキナファソ 173 181 252 273 1.1 
南ア 298 378 276 271 1.0 
エチオピア 184 171 146 262 1.8 
（参考）SSA平均 163 159 155 188 1.2 
図表11： SSAで年間の一人あたり穀物消費量の多い 
国（kg/年）
（注）3年移動平均値による。 
（出所）FAO［2019a］およびUN［2019］より筆者作成。
図表12：補正したエチオピアの穀物単収（t/ha）
（注）①はFAO［2019a］の生産データに基づく値であり， 
 　　②は筆者による①の補正値。 
（出所）FAO［2019a］より筆者作成。
2012年
① ②
全穀物 2.05 1.81 
小麦 2.11 1.43 
米 2.89 2.89 
メイズ 3.06 3.06 
ミレット 1.72 1.72 
ソルガム 2.11 1.51 
テフ 1.38 1.27 
大麦 1.75 1.75 
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過程に深く突入している可能性が高い。とりわけメイズ
の単収の向上には，刮目すべきものがある――と。
　実際に，エチオピアでは，緑の革命の実現につながる
さまざまな変化が進行してきた。すなわち，エチオピア
では，第一に，小麦，メイズ，テフなどさまざまな穀物
での改良品種の開発・普及が長きにわたって進められて
きた（Shiferaw et al.［2014］，Spielman et al.［2010］，
Abate et al.［2015］，Assefa et al.［2013］）。国 立 の
農 業 研 究 機 関 と し て EIAR（Ethiopian Institute of 
Agricultural Research）が1966年に設立され，CIMMYT
とも協力しながら，1970年代以降，改良品種が継続的に
リリースされてきた。特にメイズでは，1993年にリリー
スされたBH660と，1995年にリリースされたBH540が，
よく普及している（Abate et al.［2015：970-71］）。
　第二に，穀物生産単位面積あたりの化学肥料の年間投
入量（10年毎の平均値）が，1980年代：3.9kg/ha→1990
年代：11.2 kg/ha→2000年代：12.5 kg/ha→2010年代：
20.1kg/haと増えてきている（FAO［2016］［2019a］）。
なお，化学肥料への補助金は1991年に発足したEPRDF
（エチオピア人民革命民主戦線）政権によって廃止さ
れ，農民が必要とする投入財に関しては，クレジットの
供与が，地方政府や農協，民間銀行によってなされてい
る（Spielman et al.［2010：188］，Abate et al.［2015：
975］）25)。
　第三に，エキステンション・サービスの充実・拡大が
進められてきている。具体的には，普及員一人あたりの
農家世帯数が，ケニアでは1000，マラウイでは1603，タ
ンザニアでは2500 であるのに対して，エチオピアでは
476となっており（Kassie et al.［2015：402］），他の東
アフリカ諸国と比較しても相対的に農家へのエキステン
ション・サービスが行き届いていると言える。
　第四に，これらの変化は，高い農業支出によって支え
られている。すなわち，中央政府の財政支出に占める農
業支出（林・漁業を含む）の割合を見ると，エチオピア
の場合，2000年代で10.8％，2010年代でも9.0％となって
いる。これは，ザンビア同様に投入財の補助金プログラ
ムを大規模に展開しているマラウイと比較すると，同程
度またはやや低いものの，ザンビアよりは高い（マラウ
イでは2000年代：10.5％，2010年代：16.2％，ザンビア
で は 2000 年 代：4.5 ％，2010 年 代：8.3 ％）（FAO
［2019b］）26)。エチオピアのこの割合は，SSAでも屈指
の水準にあり，中央政府が農業振興に財政面からかなり
注力していると言ってよい。
　エチオピアの農業政策は，EPRDF政権の発足によっ
て大きく変化した面がある。すなわち，この政権発足に
よって，それまでの社会主義政権時代に作られた国営農
場が解体され，集団農場が民営化されるなどした。しか
しより重要なのは，1994年にEPRDF政権が「最上位の
開発ビジョン」（大野［2018：14］）として，「農業発展
主導の工業化」（ADLI：Agricultural Development Led 
Industrialization）を打ち出し，以後，このビジョンの
もとで，各種の中期開発計画が展開されてきたことであ
り，これらのもとでの諸政策が，増収・単収増として徐々
に実を結び始めている27)。
　ここでは，上記の変化の詳細について詳しく立ち入る
ことはできないが，次のことを確認しておきたい。第一
に，南アのように遺伝子組み換え種子には頼っていない。
これは，圧倒的大多数のSSA諸国が遺伝子組み換えメ
イズの生産を忌避している中で，重要な点である。第二
に，ザンビアのように，農民による投入財の入手を直接
的に支援する補助金プログラムは，実行されていない。
その代わりに，農民へのクレジットの供与の充実が図ら
れている。ただし，穀物生産単位面積あたりの化学肥料
の年間投入量は，ザンビア（1980年代：32.1 kg/ha→ 
1990年代：20.8 kg/ha→2000年代：25.3 kg/ha→2010年
代：50.6 kg/ha）と比べると，明らかに見劣りしている。
第三に，エキステンション・サービスの充実が強く意識
され，進められている。第四に，改良種子，化学肥料，
エキステンション・サービスなどが組み合わさったバラ
ンスの取れた農業政策となっている。第五に，目に見え
る成果がなかなか出ない中でも，農業振興の政策的努力
が長年にわたって持続的に積み重ねられてきている。実
際，政策についてはかねてより一定の評価があったもの
の，成果への評価は，目覚ましい成果がなかなか出てい
なかったこともあって，2000年代までは必ずしも高くな
く，比較的最近になって高まってきたのである。
　以上から，SSA諸国が穀物の増収・単収増を進める
うえで模範としうる国がSSAにあるとすれば，その最
右翼はエチオピアである，と言ってよいだろう。特に，
SSAではミレットやソルガムの単収が極度に低い中で，
エチオピアがこれらでも単収を向上させていることは，
SSA諸国にとって大きな希望である。もちろん，改良
種子の普及率が十分ではないこと，流通している改良種
子の質に問題があること，化学肥料の投入量がなお不足
していること，化学肥料の投入の効率性があまり高くな
いこと，化学肥料市場への民間企業の参入が容易ではな
いことなど，多くの課題がある（Spielman et al.［2010］）。
また，エチオピアでは米の生産量は僅かなので，米につ
いては範を示せない。さらに，他のSSA諸国と比較して，
エチオピアが土壌・気候などで相対的に恵まれているこ
とも，一部の東アフリカ諸国と通じるとはいえ，他の多
くのSSA諸国にとっては異なる点である。このように，
留意すべき点は多くあるものの，ここでは，適切な農業
政策の重要性と，その長期にわたる持続的な積み重ね 
――成果はすぐには出るとは限らず，むしろ成果が出る
までに相当の年月を要する――の重要性を，強調してお
きたい。
おわりに
　SSAにおける穀物増産では，単収向上の寄与率より
も生産面積増加の寄与率のほうがはるかに大きいが，そ
れぞれの寄与率は，国によっても，時代によっても，穀
物によっても異なる。だがこのことは，これまで，定量
的な形では示されてこなかった。こうした中で，本稿で
は，このことを定量的に示した上で，生産面積の増加で
はなく単収の向上を主とした穀物増産の一定の成功例を，
SSAの主要な穀物生産国の中から見い出した。さらに，
それらの実態を検討し，他のSSA諸国がこれら成功例
を模倣したり応用展開したりする上での可能性や，その
サブサハラ・アフリカにおける単収増を主とした穀物増産とその模倣の可能性
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場合のポイントを探った。無批判な礼賛は慎むべきだが，
エチオピアの経験は，現下のSSA諸国における穀物増
産で最も評価されるべきものであるように思われる。
　エチオピアでは近年，労働集約型産業である縫製業が
急成長している。このため，アジアが経験してきた工業
化との類似性という点でも，同国の経済発展は注目を集
めている。ただし，経済発展の過程では，工業化の進展
に先行して穀物単収増が見られるのであり，穀物単収増
に続く労働集約的工業化は，経済発展のセオリーからす
れば常識的なものである。アフリカを対象とする社会科
学は，この常識がなぜSSAでは発現しないのかという
難題との格闘を続けてきたが，エチオピアの近年の動向
は，こうした常識がSSAにおいてようやく発現しはじ
めた例とみなしうる可能性を秘めている。また，アジア
の経済発展の過程では，ある国の経済発展が，これに後
れを取った近隣国の経済発展戦略の遂行に大きな刺激と
なってきたが，エチオピアの単収増を主とした穀物増産
という経験もまた，同様の効果をSSA諸国に対して持
つことが強く期待される。さらに，単収増を主とした穀
物増産がSSAで水平展開される上で必要となる資金を
呼び込む役割を果たすことも，期待されるところであ
る28)。このように，単収増を主とした穀物増産の成功例
を，その要因も含めて適切に評価することには，多くの
意義がある。
　本稿では，SSAにおける穀物生産の動向にかかわって，
データの過大報告が疑われるケースについても言及して
きた。こうしたデータの過大報告の可能性をより広範に
吟味しつつ，一人あたり穀物生産量の増加が，SSAで
の穀物の輸出入や消費にいかなる影響を与えているのか
を掘り下げることなくして，SSAでの食糧事情の全体
像をつかむことはできないが，これらについては別稿を
期したい。
注
１）FAOSTATではスーダンを北アフリカに含めてい
るが，本稿ではスーダンをSSAに含めて計算している。
２）もちろん，各国の穀物生産量のデータで，大勢を左
右するような過大報告がないことが大前提である。過
大報告の疑いのある事例の一部については，後述する。
３）SSAには，西サハラを除いて49カ国が存在するが，
このうち赤道ギニアとセーシェルの両国については，
穀物生産のデータがFAOに報告されておらず，また
南スーダンの独立は2011年だったので，これら３カ国
を除くと，46カ国となる。
４）入手できるデータは1961～2017年分なので，推移の
始点は1961～63年の３年移動平均となる1962年であり，
終点は2015～17年の３年移動平均となる2016年である。
５）したがって，ナイジェリアでのミレットの生産量・
生産面積の減少が一段落すると，SSA全体でのミレッ
トの生産量・生産面積は再び増加に転じる可能性もあ
る。なお，ナイジェリアではミレットの生産面積が減
少した代わりに，米とメイズの生産面積が増加し，こ
れらの生産量が増えている。
６）この上位20カ国は，2016年に200万トン以上の穀物
生産量を記録した国であり，図表では2016年の生産量
の多い順に記した。なお，この20カ国で，SSAの穀
物生産量の92％を占めている。
７）この手法の詳細については，さしあたり沈［2001］
を参照。
８）ここでは３年移動平均で見ているが，単年度で見た
場合には，2014年に初めて５トンを超えており，史上
最高の豊作だった2017年には6.40トンとなった。ただ
し2015年は3.75トン，2016年は4.00トンであるなど，
この国のメイズ生産は豊凶の変動が激しい（FAO
［2019a］）。年により凶作となる最大の原因は，干ばつ
である。なお，南アのメイズの単収が2007年以降，過
大報告になっていることに関しては，注10を参照のこと。
９）したがって，イエローメイズのほうが単収は高く，
ホワイトメイズの単収を17％ほど上回っている。
10）図表５と図表６のSAGIS統計は，FAOSTATとの
接続が比較的良く，SAGIS統計での南ア全体の値と，
その年表示の後段の年のFAOSTATでの南アの値は，
かつては基本的には同じであった（たとえば，SAGIS
統計での2003/04年の南ア全体の値は，FAOSTAT
での2004年の南アの値と完全に同じ）。実際，1996
～2006年までは，SAGIS統計での南ア全体の値と，
FAOSTATでの南アの値とのズレは，あってもごく
わずかであり，単収で言うと0.01t/ha程度のズレにと
どまっていた。ところが2007年以降は，SAGIS統計
のうち非商業農家の分を除外した値（＝商業農家の値）
が，FAOSTATでの南アの値になっている。このため，
非商業農家を含めているSAGIS統計での南ア全体の
値と，これを含めなくなったFAOSTATでの南アの
値との間では，2007年以降，単収で0.26～0.63t/ha程
度のズレが生じている。FAOSTATによる図表４で
の2016年のメイズの単収の値（4.78t/ha）が，SAGIS
統計による図表５においては，全体ではなく商業農家
の値と同一になっているのは，こういった理由による。
11）アルゼンチンでは，貿易自由化に伴って肥料の輸入
額が1990年代から急増し，肥料の利用量が増えた，と
いう指摘がある（清水［2011：69］）。そこで，同国の
穀物生産単位面積あたりの化学肥料の年間投入量を
10年毎の平均値として算出すると，1980年代：5.0kg/
ha→1990年代：18.2 kg/ha→2000年代：35.0kg/ha → 
2010年代：36.9kg/haと確かに増加している。またブ
ラジルでも，1980年代：61.7kg/ha →1990年代：74.1 
kg/ha→2000年代：119.5 kg/ha→2010年代：158.7kg/
haと増加している。ところが，南アの場合，これが
1980年代：72.9kg/ha→1990年代：56.4 kg/ha→2000年
代：56.6kg/ha→2010年代：57.1kg/haと停滞しており，
このような中での単収増が長期的に持続可能なのかど
うか，やや気になるところである。なお，本稿執筆時
点で入手可能な化学肥料の投入量のデータは，2016年
分までである（データはFAO［2016］［2019a］による）。
穀物生産単位面積あたりの化学肥料の年間投入量の算
出方法については，妹尾［2017：293］を参照のこと。
12）他方で，メイズの生産面積の減少率は米よりも緩や
かである。メイズの面積比が上昇しているのは，これ
が原因である。
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13）マダガスカルでの米の単収の高さの要因とし
て，こ の 国 で 編 み 出 さ れ た SRI（System of Rice 
Intensification）を挙げる向きもあろう。しかし，同
国でのSRIの普及率は3.5％という指摘があるので
（JICA［2013］），この国にSRIが普及したことで米の
高単収が実現したと言えるかどうかは，疑問がある。
14）①に関するデータを示すのは簡単だが，②に関して
SSA諸国でこのようなデータを同一年次で横断的に
得ることは難しい。そこで，ここでは Seck et al.
［2010：408］をベースに，他の文献により補充・修正
したデータをまとめた。もっとも，ベースにしたSeck 
et al.［2010：408］では，あいにく②のデータの年次
が示されていない。ただし生産面積に関しては2007年
と記されているので，②のデータを他の文献で補充・
修正する際には，2007年の値とするよう努めたが，や
むなく後年の値で代用したケースがある。また，生産
面積に関しては，Seck et al.［2010：408］に記載さ
れている値ではなく，FAO［2019a］から取った（こ
の両者には多少のズレがある）。
15）これらの年と値は，３年移動平均ではなく単年度ベー
スである。
16）この年と値は，３年移動平均ではなく単年度ベース
である。
17）ある研究によれば，投入財の補助金プログラムの費
用が農業予算の40～70％を占めるようになると，高い
機会費用が発生してしまう，という。このような問題
がありながらも投入財の補助金プログラムが実施され
る一因としては，政治的な動機があると考えられてい
る。実際，ザンビアでは前回選挙で与党が勝利した地
区の農家ほど化学肥料を多く入手できている，という
ことを実証した研究成果もある（Ricker-Gilbert et al.
［2013：331, 336］）。
18）FAOSTATには，テフというアイテム名はない。
このため，FAOSTATにはエチオピアのテフの生産
データは収録されていない，とする先行研究が内外を
問わず数多く見られるが，実際には，別アイテム名で
収録されている。この詳細は，妹尾［2017：292］を
参照のこと。
19）SSAのすべての国が，５穀物を生産しているわけ
ではない。生産している穀物すべてでその単収がSSA
平均を超えている国としては，ガーナとサントメ・プ
リンシペがある。ガーナでは，小麦の生産は報告され
ていないが，残る４穀物のすべてで単収がSSA平均
を超えている。ただし，米：2.79トン，メイズ：1.95
トン，ミレット：0.98トン，ソルガム：1.06トンなので，
米以外は特に図抜けているわけではない（2016年）。
他方，サントメ・プリンシペが生産している穀物はメ
イズだけであり，しかもその生産量は2016年で約1000
トンにすぎず，意味のある生産量ではない。
20）一国の穀物の「生産量－輸出量＋輸入量」を穀物消
費量とし，これを各年の人口で割っている。したがっ
て，在庫変動は考慮していない。
21）ベナンでは，年間の一人あたり穀物消費量が2000年
代半ばから伸び始め，2010年代に入ると，300kgを超
える年も出るようになった。ところが，一人あたり穀
物生産量は，2000年で141kg，2015年でも163kgであり，
漸増でしかない。つまり，一人あたり穀物純輸入量が
急伸したことで，一人あたり穀物消費量が大きく増え
たわけである。そこで，この穀物純輸入量の急伸は，
はたしてベナン国内での需要増によるものか否かが問
題となる。ベナンは隣国の中でもナイジェリアとの経
済的な結びつきが強く，両国間ではかねてよりガソリ
ンなどの密輸が横行している。また，ナイジェリアが
外国産米の輸入禁止措置を打ち出してからは，タイ産
の米がベナンを経由してナイジェリアに密輸されてい
るという疑念も，すでに指摘されているところである
（西澤［2019］）。以上のことから，ベナンの穀物純輸
入量の急伸とは，ベナンを経由してナイジェリアに入
る分（ベナンからの再輸出分）が統計上カウントされ
なくなっていることが原因である，とみなすのが妥当
であろう。
　　そして，このような事例から，人口約100万人の小
国ジブチの一人あたり穀物消費量が多いのも，ジブチ
を経由してエチオピアへ再輸出される穀物の一部がカ
ウントされていないためではないか，という類推が成
り立つであろう。このカウントされていない分がそれ
ほど多くはなくとも，ジブチの人口はエチオピアの約
100分の１でしかないことから，ジブチの一人あたり
穀物消費量の激増につながる可能性は高い。
22）穀物総供給量全体に占める「その他利用」の割合は，
たとえば日本では1.2％だが，バイオ燃料大国のアメ
リカでは39.4％にもなっている（2012年）。
23）この年と値は，３年移動平均ではなく単年度ベース
である。
24）本稿で，2013年分ではなく2012年分の「その他利用」
のデータを参照して議論してきたのは，エチオピアの
2013年分のFBSでの穀物生産量に，看過しえない矛
盾が見受けられ，参照を断念したためである。
25）ただし，エチオピアでは2009年以降，化学肥料の輸
入に関して政府の介入があり，同国での化学肥料の市
場価格が周辺国よりも約20～25％程度安くなっている
ことから，化学肥料に関して実質的に補助金が支出さ
れている，とする見方がある。もっとも，エチオピア
政府は，これを補助金であるとは認めていない（Riesgo 
et al.［2016：2］，Jayne et al.［2016：2］［2018：2］）。
いずれにせよ，ザンビアやマラウイで見られるような
農民に対する直接的な支援とは異なる。
26）2000年代については2001～2009年の平均値であり，
2010年代については2010～2017年の平均値である。な
お，国によってはデータの欠損している年がある。
27）ただし，社会主義政権時代に，エキステンション・
サービスの基礎が形成されたり，農民の組織化や農協
の設立がなされるなどしているので，この時代の農業
政策を全否定するのは公平性を欠くであろう。
28）SSAでの穀物増産に関して，緑の革命の父と呼ぶ
べきノーマン・ボーローグは，「１，２カ国で大きな成
果を上げる必要がある。そうすれば，資金が流入し始
めるはずだ。おそらく世銀も資金提供に動くだろう」
と述べていた（Hesser［2006＝2009：195］）。また，ボー
ローグは，SSAで最初に大きな成果を上げるのは，エ
サブサハラ・アフリカにおける単収増を主とした穀物増産とその模倣の可能性
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チオピアであると見ていた。「エチオピアはかなりい
いところまで来ている――アフリカで最初の緑の革命
を成し遂げられるかもしれない」（Hesser［2006＝
2009：196］）。
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